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令和３年 障害者雇用状況の集計結果 
 

徳島労働局（局長 伊藤浩之）は、このほど、徳島県内の民間企業や公的機関などにおける  

令和３年の「障害者雇用状況」集計結果を取りまとめましたので、公表します。 

障害者の雇用の促進等に関する法律では、事業主に対し、常時雇用する従業員の一定割合（法

定雇用率、民間企業の場合は 2.3％）以上の障害者を雇うことを義務付けています。 

今回の集計結果は、同法に基づき、毎年６月１日現在の身体障害者、知的障害者及び精神障害 

者の雇用状況について、障害者の雇用義務がある事業主などに報告を求め、集計したものです。 

 

【集計結果の主なポイント】 

 

【集計結果の主なポイント】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年１２月２７日 

【照会先】 

徳島労働局職業安定部職業対策課 

課         長   森下 明実 

課  長  補  佐    下木 哲治  

地方障害者雇用担当官   大下 貴志 

電話番号 ０８８－６１１－５３８７ 

＜民 間 企 業＞（法定雇用率 2.3%） 

 ○実雇用率、雇用障害者数ともに前年を上回った 

・実雇用率は 2.26%、対前年比 0.04 ポイント上昇 

・雇用障害者数は 1,948.0 人、対前年比 3.9%（72.5 人）増加 

・法定雇用率達成企業の割合は 60.2%(対前年比 2.5 ポイント低下) 

   

＜公的機関＞（同 2.6%、教育委員会は 2.5%）※（ ）内は前年の数値 

 ○県の機関は、実雇用率及び雇用障害者数ともに前年を上回った。 

 ○市町村は、実雇用率及び雇用障害者数ともに前年を上回った。 

 〇県等の教育委員会は、実雇用率及び雇用障害者数ともに前年を上回った。 

  ・県 ：実雇用率 2.91%(2.71%)、雇用障害者数  137.0 人(120.0 人) 

・市 町 村：実雇用率 2.23%(2.18%)、雇用障害者数  223.5 人(214.5 人) 

・教育委員会：実雇用率 2.54%(2.32%)、雇用障害者数  151.0 人(142.0 人) 

 

＜独立行政法人＞（同 2.6%）※（ ）内は前年の数値 

 〇実雇用率は前年より下回ったが、雇用障害者数は前年を上回った。 

・独立行政法人：実雇用率 2.60%(2.62%)、雇用障害者数  79.0 人(78.0 人) 
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○ 雇用されている障害者の数、実雇用率、法定雇用率達成企業の割合 

・ 民間企業（43.5人以上規模の企業：法定雇用率2.3％）に雇用されている障害者

の数は 1,948.0人で、前年より72.5人増加（対前年比3.9％増）した。 

・ 雇用されている障害者のうち 、身体障害者は 1,124.5人（対前年比2.2％増）、

知的障害者は568.0人（同4.5％増）、精神障害者は255.5人（同10.1％増）と、

いずれも前年より増加し、特に精神障害者の伸び率が大きかった。 

 
・ 実雇用率は、2.26％で、前年の2.22％より0.04ポイント上昇した。 

 

・  法定雇用率達成企業の割合は60.2％で、前年の62.7％より2.5ポイント低下した。 

 
 

○ 企業規模別の状況 

・ 雇用されている障害者の数は、令和３年３月１日から法定雇用率が引き上げと

なり、新たに報告対象となった43.5～45.5人未満規模企業で27.0人、従来から報

告対象であった45.5～100人未満で429.5人（前年は445人）、100～300人未満で6

60.0人（同629.5人）、300～500人未満で247.5人（同227.0人）、500～1,000人未

満で119.5人（同98.0人）、1,000人以上で464.5人（同476.0人）となった。 

 

・ 実雇用率は、新たに報告対象となった43.5～45.5人未満規模企業で2.54％、従

来から報告対象であった45.5～100人未満で2.16％（前年は2.24％）、100～300

人未満で2.36％（同2.28％)、300～500人未満で2.21％（同2.12％)、500～1,000

人未満で2.10％（同2.10％)、1,000人以上で2.26％（同2.22％）となった。 

  なお、民間企業全体の実雇用率2.26％と比較すると、43.5～45.5人未満、100

～300人未満及び1000人以上規模企業が実雇用率以上となった。 
 
・ 法定雇用率達成企業の割合は、新たに報告対象となった43.5～45.5人未満規模

企業で54.2％、従来から報告対象であった45.5～100人未満で59.1％（前年は62.

0％）、100～300人未満で64.6％（同67.1％）、300～500人未満で48.3％（同50.

0％）、500～1,000人未満で62.5％（同57.1％）、1,000人以上で62.5％（同 44.

4％）となった。 

 

○ 産業別の状況 

・ 産業別にみると、雇用されている障害者の数は、「製造業」、「情報通信業」、

「運輸業、郵便業」、「卸売業、小売業」、「金融業、保険業」、「宿泊業、飲

食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「医療、福祉」で前年より

も増加した。 

・ 産業別の実雇用率では、「製造業」(2.63％)、「医療、福祉」（2.39％）が法

定雇用率を上回っている。 

 

１ 民間企業における雇用状況 

障害者雇用状況報告の集計結果（概要） 
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○ 法定雇用率未達成企業の状況 

・ 令和３年の法定雇用率未達成企業は215社。そのうち、不足数が0.5人または１

人である企業（１人不足企業）が、67.4％と過半数を占めている。 

・ また、障害者を１人も雇用していない企業（障害者雇用ゼロ企業）は138社で、

未達成企業に占める割合は、64.2％となっている。 

             

           

 

 

 

（１）県 の 機 関（法定雇用率2.6％）  

・ 県の機関に在職している障害者の数は137.0人、実雇用率は2.91％と前年に比べ0.20ポ

イント上昇した。４機関全ての機関が達成した。 

 

（２）市 町 村 の 機 関（法定雇用率2.6％）  

 ・ 市町村の機関に在職している障害者の数は223.5人、実雇用率は2.23％と前年に比べ 

0.05ポイント上昇した。32機関中19機関が達成した。 

 

（３）県等の教育委員会（法定雇用率2.5％）  

  ・ 県等の教育委員会に在職している障害者の数は151.0人、実雇用率は2.54％と前年に比べ 

0.22ポイント上昇した。２機関中１機関が達成した。 
 

（４）独 立 行 政 法 人（法定雇用率2.6％）  

・ 国立大学法人、地方独立行政法人に在職している障害者の数は79.0人、実雇用率は2.60％

と前年に比べ0.02ポイント低下した。３機関中２機関が達成した。 

 

２ 公的機関等における在職状況 
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１　民間企業における雇用状況（法定雇用率2.3％）

86,320.5 人 1,948.0 人 2.26 % 325 / 540 60.2 %

( 84,303.0 人 ( 1,875.5 人) ( 2.22 % ) 326 / 520 62.7 %

２　公的機関等における在職状況

(1) 県の機関（法定雇用率2.6％）

4,710.5 人 137.0 人 2.91 % 4 / 4 100.0 %

( 4,434.0 ) ( 120.0 人) ( 2.71 % ) ( 4 / 4 ) ( 100.0 % )

3,517.5 人 102.0 人 2.90 % 1 / 1 100.0 %

( 3,455.5 人 ) ( 91.5 人) ( 2.65 % ) ( 1 / 1 ) ( 100.0 % )

1,193.0 人 35.0 人 2.93 % 3 / 3 100.0 %

( 978.5 人 ) ( 28.5 人) ( 2.91 % ) ( 3 / 3 ) ( 100.0 % )

(2) 市町村の機関（法定雇用率2.6％）

10,018.5 人 223.5 人 2.23 % 19 / 32 59.4 %

( 9,830.5 人 ) ( 214.5 人) ( 2.18 % ) ( 21 / 32 ) ( 65.6 % )

(3) 県等の教育委員会（法定雇用率2.5％）

5,949.5 人 151.0 人 2.54 % 1 / 2 50.0 %

( 6,122.5 人 ) ( 142.0 人) ( 2.32 % ) ( 1 / 2 ) ( 50.0 % )

5,308.5 人 142.5 人 2.68 % 1 / 1 100.0 %

( 5,469.5 人 ) ( 134.5 人) ( 2.46 % ) ( 1 / 1 ) ( 100.0 % )

641.0 人 8.5 人 1.33 % 0 / 1 0.0 %

( 653.0 人 ) ( 7.5 人) ( 1.15 % ) ( 0 / 1 ) ( 0.0 % )

(4) 独立行政法人等における雇用状況（法定雇用率2.6％）

3,037.5 人 79.0 人 2.60 % 2 / 3 66.7 %

( 2,982.0 人 ) ( 78.0 人) ( 2.62 % ) ( 2 / 3 ) ( 66.7 % )

注　１

２

３

４

５

　２の(1)から(3)の各表の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員
数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた
職員数である。

　法定雇用率2.5％が適用される機関とは、都道府県の教育委員会及び一定の市町村の教育委員会である。

　１の各表の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率相当数
（身体障害者及び知的障害者が就業することが困難であると認められる職種が相当の割合を占める業種について
定められた率を乗じて得た数）を除いた労働者数である。

　各表の②欄の「障害者の数」とは、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の計であり、短時間労働者以外の
重度身体障害者及び重度知的障害者については法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントを行い
重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者については法律上、１人を0.5人に相
当するものとして0.5カウントとしている。

徳島県
教育委員会

市町村
教育委員会

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②　障害者の数 ③　実雇用率 ④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数

　（　）内は、令和２年６月１日現在の数値である。
　なお、精神障害者は平成18年４月１日から実雇用率に算定されることとなった。

④　法定雇用率達成企業の数 / 企業数

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②　障害者の数 ③　実雇用率

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる労働者数

②　障害者の数 ⑤達成割合

⑤　達成割合③　実雇用率②　障害者の数 ④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数

計

令和3年6月1日現在における障害者の雇用状況（総括表）

民間企業

③　実雇用率

その他の
県 機 関

知事部局

⑤　達成割合

国立大学法人
地方独立行政法人

計

④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数②　障害者の数 ③　実雇用率

④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数 ⑤　達成割合

市町村の機関

⑤　達成割合
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　　実雇用率と雇用されている障害者の数の推移

注1：雇用義務のある企業（平成24年までは56人以上規模、平成25年から平成29年までは50人以上規模、平成30年は45.5人以上規模、令和３年
は43.5人以上規模の企業）についての集計である。

注2：「障害者の数」とは、次に掲げる者の合計数である。

平成17年まで 　　　　平成23年以降

平成18年以降平成22年まで

※平成30年以降は、精神障害者である短時間労働者であっても、次のいずれかに該当する者については、1人分とカウントしている。
 　①　通報年の3年前の年に属する6月2日以降に採用された者であること
 　②　通報年の3年前の年に属する6月2日より前に採用された者であって、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取得した者であること

注3：法定雇用率は平成24年までは1.8％、平成25年4月以降平成29年までは2.0％、平成30年4月以降令和3年2月までは2.2％、
　　　令和3年3月以降は2.3％となっている。

民間企業における障害者の雇用状況（グラフ）

（年）＜法定雇用率＞

（1.8％） （2.0％） （2.2％）

身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）

知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）

重度身体障害者である短時間労働者

身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）

知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）

重度身体障害者である短時間労働者

重度知的障害者である短時間労働者

精神障害者

精神障害者である短時間労働者

身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）

知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）

重度身体障害者である短時間労働者

重度知的障害者である短時間労働者

精神障害者

身体障害者である短時間労働者

(身体障害者である短時間労働者は0.5人でカウント）

知的障害者である短時間労働者

(知的障害者である短時間労働者は0.5人でカウント）

精神障害者である短時間労働者（※）
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255.5 
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1.90 

2.04 

2.09 

2.17 

2.20 

2.26 

2.22 

2.26 

1.69 
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実雇用率 実雇用率（全国）＜障害者の数（人数） ＜実雇用率％）

＞

（2.3％）
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◎ 法定雇用率とは 

 民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、それぞれ以下の

割合（法定雇用率）に相当する数以上の障害者を雇用しなければならないこととされている。 

 雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者、知的障害者又は精神障害者（精神障害者保健福祉手帳

の交付を受けている者に限る。）である（なお、平成30年３月まで、精神障害者は雇用義務の対象では

ないが、精神障害者保健福祉手帳保持者を雇用している場合は雇用率に算定することができる）。 

 

                     一般の民間企業 …………………… ２．３％ 

  ○ 民間企業 ……    （43.5人以上規模の企業） 

                     特殊法人等 ………………………… ２．６％ 

                   労働者数38.5人以上規模の特殊法人、 

              独立行政法人、国立大学法人等 

 

  〇 国、地方公共団体 ………………………………………… ２．６％ 

       （38.5人以上規模の機関） 

 

  ○ 都道府県等の教育委員会 ………………………………… ２．５％ 

       （40.0人以上規模の機関） 

 

※（ ）内は、それぞれの割合（法定雇用率）によって１人以上の障害者を雇用しなければならな

いこととなる企業等の規模である。 

 

 

【一般民間企業における雇用率設定基準】 

 

            身体障害者、知的障害者及び精神障害者である常用労働者の数 

                      ＋ 失業している身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数 

  障害者雇用率 ＝    

常用労働者数 ＋ 失業者数 

 

※ 特殊法人、国及び地方公共団体における障害者雇用率は、一般の民間企業の障害者雇用率を下回ら 

ない率をもって定めることとされている。 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、２人の身体障害者又は 

知的障害者を雇用しているものとしてカウントされる。 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働時間が20時間以上30時 

間未満の労働者）については、１人分として、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害 

者である短時間労働者については、0.5人分としてカウントされる。 

※ ただし、精神障害者である短時間労働者であっても、次のいずれかに該当する者については、1人分 

としてカウントされる。 

① 通報年の3年前の年に属する６月２日以降に採用された者であること 

② 通報年の3年前の年に属する６月２日より前に採用された者で、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を

取得した者であること 

 

－5－ 



◎ 障害者雇用率達成指導の流れ 

 実雇用率の低い事業主については、下記の流れで雇用率達成指導を行い、 

「障害者雇入れ計画」の着実な実施による障害者雇用の推進を指導している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

   

 

〔指導実績〕（※２）            

○ 令和２年度の実績 

＊「障害者雇入れ計画作成命令」の発出          512社 

＊ 障害者雇入れ計画の「適正実施勧告」        122社 

＊「特別指導」の実施                  30社 

○ 障害者雇入れ計画を実施中の企業      522社（２年度） 

○ 企業名の公表  

 

   ※１ 平成 24年 1月 1日以降の日を始期とする雇入れ計画から計画期間は 3年間から 2年間に短縮している。 

    ※２ 平成 30年の障害者不適切計上による公的部門における障害者採用により、影響が生じる可能性があった 

民間企業への対策として、令和元年度においては、特例的に「行政措置」の猶予を実施している。 

 

障害者雇用状況報告 

（毎年 6 月 1 日の状況） 

 

障害者雇入れ計画作成命令 

（2 年計画） 

障害者雇入れ計画の適正実施勧告 

 

特 別 指 導 

 

企 業 名 の 公 表 

  不足数の特に多い企業については、当該企業の幹部に対し、 

厚生労働省本省による直接指導も実施している。 

 

 

18 年度 2 社、19年度 1社（再公表）、20年度 4社、 

21 年度 7 社（うち 1社は再公表）、22年度 6社（うち 2社は再公表）、 

23 年度 3 社（うち 1社は再公表）、24年度 0社、25年度 0社、 

26 年度 8 社、27年度 0社、28年度 2社、29年度 0社、 

30 年度 0 社、元年度 0社、 2年度 1社 

令和元年度 0社 令和 2年度 0社 

（障害者雇用促進法 第 43 条第 7項）  

 

 

翌年 1月を始期とする 2年間の計画 
（※１）を作成するよう、公共職業安定所

長が命令を発出  

（同法第 46条第 1項） 

 

 計画の実施状況が悪い企業に対し、

適正な実施を勧告（計画 1年目 12 月）  

（同法第 46条第 6項） 

 

 
雇用状況の改善が特に遅れている企

業に対し、公表を前提とした特別指導

を実施（計画期間終了後に 9か月間）  

 

 

 
  

（同法第 47条） 

 

 

－6－ 


